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１． 事前調査（追加調査）について 

１．１ 調査の背景 

 

ラオス国（人口 600 万人）は、90 年代以降の高水準な経済成長により、自動車登録台数（二輪

車含む）が 1990 年の 8 万台から 19 万台へと大幅に増加しており、将来的なモータライゼーション

化も見込まれている。特に自動車が普及している首都ヴィエンチャン特別市（人口 69.3 万人）に

おいては、自動車登録台数（二輪車を含む）が約 11 万台で全国での登録数の約 6 割を占めてい

る。 

しかしながら、交通インフラの未整備、行政側の交通管理体制の脆弱さ、民衆の交通安全認識

の低さなどにより、同市の交通事故発生率や死亡率は他都市に比べて非常に高い。係る状況下、

ラオス政府は、我が国に対して、同市の総合交通安全対策計画策定のための調査を要請した。 

ラオス国内における交通安全分野では、全国を対象としてアジア開発銀行(ADB)の協力により

道路安全アクションプラン（National Road Safety Action Plan 2005-2010）が実施されている。これ

には、道路交通に関する事故データの整備、教育や啓蒙活動、法整備の支援など制度・体制面

の強化活動が網羅されている。ヴィエンチャン市内の交通セクターにおいては、中心部を通過す

る 1 号線道路が整備され、主要な交差点に新たに信号機システムが導入されるなど、ドナー援助

を中心とした施設整備が実施されている。また、同市は都市交通に関するプランを有しておらず、

都市交通と深い関係のある都市計画については、設定された目標年次に近づきつつあり、計画

の更新期を迎えている。 

2004 年 11 月に実施した事前調査では、上記のことが明らかとなり、交通安全そのものを扱う調

査から都市交通計画を策定する中で交通安全に寄与するという調査方針を提案した。さらに、都

市交通計画にあたってはヴィエンチャン市の都市としての将来像に対するヴィジョンを明確化す

ることが重要と判断されたため、都市開発戦略や将来の土地利用構想など都市計画に関する要

素も取り入れた形で実施することでラオス政府と合意した。 

本調査は、以上の合意のもと 2005 年 2 月に署名・交換した Scope of Work (S/W)に沿って、前

回の事前調査を補足し、また最新の情報を入手し、本格調査の調査内容をさらに明確化すること

を目的とする。 

 

１．２ 調査の目的 

 

調査の目的は以下の通りである。 

（１） 本格調査実施内容についての協議 

（２） 関連するデータ・資料収集 

（３） 調査対象地域現地踏査 

（４） 先方受入体制の確認 

（５） M/M（Minutes of Meeting）の署名・交換 
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１．３ 団員構成及び調査工程 

 

（１）団員構成 
 

名前 分野 所属 期間 

鈴木 正彦 総括 JICA 国際協力専門員 2006/12/10-12/20 

讃井 一将 調査企画 JICA 社会開発部 2006/12/10-12/20 

柴田  護 都市交通 有限会社トレア 2006/12/10-12/24 

 
（２）調査行程 

日順 月日 曜 鈴木団長、讃井団員 柴田団員

1 12月10日 日

2 12月11日 月

3 12月12日 火

4 12月13日 水

5 12月14日 木

6 12月15日 金

7 12月16日 土

8 12月17日 日

9 12月18日 月

10 12月19日 火 移動:ヴィエンチャン→バンコク

11 12月20日 水 移動:バンコク→東京

12 12月21日 木

13 12月22日 金

14 12月23日 土 移動:ヴィエンチャン→バンコク

15 12月24日 日 移動:バンコク→東京

各機関からの提供資料・Q/N回収
パラトランジット運営状況調査
ローカルコンサルタント調査
書類整理

移動　東京→バンコク

移動　バンコク→ヴィエンチャン
JICAラオス事務所　表敬
日本大使館　表敬
自治維持省　表敬
MCTPC近藤専門家　面談

MCTPC交通局長　表敬
MCTPC住居都市計画局　面談
MCTPC道路局　面談
ヴィエンチャン都市開発行政庁(VUDAA)　面談
調査地域踏査（中心部～ラオス大学　等）

ADB　面談
MCTPC鉄道局　面談
バスターミナル視察
交通警察局　面談
国鉄バス会社　面談

M/M署名
JICA事務所報告

MCTPC道路局環境課　面談
DCTPC　面談
Urban Reserch Institute(URI)　面談

MCTPC協議
調査地域踏査（内環状線～ヴィエンチャン1号線　等）

調査地域踏査（タイ-ラオス友好橋　等）
書類作成・整理

調査地域踏査
書類作成・整理
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１．４ 主要面談者 

 

ラオス側 

(1) Ministry of Communication, Transport, Post and Construction (MCTPC) 
 

Mr. Lattanamany KHOUNNYVONG Director General, Dept of Transport 

 

Mr. Bounsoum SOMSIHAKHOM 

 

Deputy Director General, Dept of Transport 

 

Mr. Sisamouth PHANTHACHACK 

 

Deputy Director, Dept of Transport 

 

Mr. Bandith SULAIYAKHAM Technical staff, Dept of Transport 

Mr. Phethashed Technical staff, Dept of Transport 

Mr. Khamphet CHANVONGNARAZ Planning & Technical Division, Dept of Roads 

Ms. Pho Ngeun SOUVANVAVONG Director of Division, Environmental & Social Division, 
Dept of Roads 

Mr. Phaknakhone RATTANA Civil & Environmental Engineer, Environmental & 
Social Division, Dept of Roads 

Mr. Khamthavy THAIPHACHANH Deputy Director General, Dept of Housing & Urban 
Planning 

Mr. Aphisayadeth INSISIENGMAY Director, Urban Planning Division, Dept of Housing & 
Urban Planning 

Dr. Sompong PHOLSENA Deputy Director General, Railway Authority 

Mr. Keophilavanh APHAYLATH Director General, Urban Research Institute (URI) 

Mr. Katsuro KONDO 

 

Planning Advisor to the Cabinet Office in Infrastructure 

Development (JICA Expert) 
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(2) Ministry of Public Security 
 

Mr.Sinthavong XAIYAKONE Cabinet Director 

Mr.Ki CHANHTHAVONGSA Deputy Head of International Cooperation Division, Cabinet 

Office, Foreign Relations Dept 

Dr. Thongsavanh VONGSAVATH Traffic Police Dept 

Mr. Khamthavay PHETOUTHAI Traffic Police Dept 

 
(3) Vientiane Urban Development and Administration Authority (VUDAA) 
 

Mr. Ketkeo SIHALATH Vice President 

Mr. Khamhet PHONGATSASY Project Manager 

 
(4) Department of Communication, Transport, Post and Construction (DCTPC) 
 

Mr. Khampheng XAYSOULI Deputy Director 

Mr. Aounneuy Director of Division 

Mr. Udone Transport Administration Officer 

 
(5) State Bus Company 
 

Mr. Khamphoune TEMERATH General Manager 
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日本側 

 
能見 智人 在ラオス人民民主共和国日本国大使館, 一等書記官 

森  千也 ＪＩＣＡラオス事務所, 所長 

関根 創太 ＪＩＣＡラオス事務所, 担当職員 

 

関連機関 

 
Asian Development Bank 
 

Mr. Edvard M. Baardsen Senior Infrastructure Specialist, Mekong Dept 
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１．５ 調査団長所感 

 

 都市交通 MP 策定の必要性 
先の事前調査報告書において指摘されているように、ヴィエンチャン市内の都市交通の

現状は経済活動や都市生活に影響を及ぼすほどの危機的な状況にはない。人口も 69 万人

（2004 年）と中規模で周辺諸国の首都のような状況には至っていない。しかしながら、近

年のモーターバイクや車両交通の増加に見られるように、市内における交通量は着実に増

加しており、放置すればやがて周辺諸国同様、都市交通上のさまざまな問題が顕在化して

くるのは明らかである。すでに増加する車、モーターバイクやツクツク等によりスムース

な交通の流れが困難となる状況が発生しており、複合する要因によって交通安全の確保も

懸案となっている。こうした都市交通の悪化が予見されることから、事態がより悪化する

前に包括的な都市交通計画によるヴィエンチャン都市圏の運輸交通政策を策定し整備を図

ってゆくことの重要性は前回の事前調査時から 2 年を経過した現在も変わらない。 
 
 将来都市構想を考慮した都市交通計画 

 一方、こうした都市交通計画はヴィエンチャン市の将来を見据えた長期的ビジョンに立

った都市計画・土地利用計画と整合性を持って策定されることが肝要であり、既存の包括

的な都市計画・土地利用計画を活用することが望ましい。ヴィエンチャン特別市の既存の

「都市開発計画図 2000－2010」」（2000 年版）は近々、見直し作業の実施が予定されてい

ることが判明したが、新たな次期都市開発計画策定の具体化までには至っていない。同計

画は同市の人口フレームなど、社会経済状況の分析内容が不明であり、精緻な都市開発プ

ランとはなっていない。しかしながら、その計画年次が 2010 年で終了することから都市

交通マスタープラン策定に当たっては、当「都市計画図」が適切な時期に改定されること

を想定し、社会経済フレームの想定や、土地利用動向の推定など将来のヴィエンチャン市

の都市構想の分析・検討が必要である。より広い都市計画の視点を取り入れた都市交通計

画が望まれる。 
 

 既存交通量調査の活用 
 ヴィエンチャン特別市の発展のスピードとそれに伴う都市交通の変動は社会経済構造の

変化に左右される。都市交通計画の策定に当たっての市内交通需要はさまざまな交通量調

査による分析・推計が必要となる。様々な手法を駆使した詳細な調査は高い精度が得られ

る半面で自ずとその費用も多額となる。タイ、中国といった近隣国に囲まれたインドシナ

の小国として今後、激動する社会経済環境の中で首都ヴィエンチャンの運輸交通の動向は

大きな変動にさらされると予想され、精緻な交通需要推計は極めて困難であろうと推測さ

れる。したがってマスタープラン策定に当たっては既存の交通量調査によるデータの活用

と必要最小限の交通量調査を実施することで対応することが適切かつ十分であり、ある程

度の長期の需要予測の精度が下がっても 15 年計画（当 MP のタイムフレームは 2025 年を
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想定）として短・中期の交通需要には対応することは十分可能と思われる。また、精緻な

交通需要予測をもとに資金負担の大きな長期的課題に対応するよりも、短・中期的視野で

急速な増加が予想される交通量対策や市民の足となる公共交通整備などの課題への対応が

より優先されるべきである。 
 

 公共交通の重要性 
 ヴィエンチャン首都圏における公共交通の整備は現地ヒアリングを通じていずれの機関

もその重要性を強調したように、早急な対策と整備が求められている分野である。JICA
はすでに 90 年代初頭に都市公共交通整備の一環としてバスターミナルの設置、バスの供

与等、技術協力を実施した経緯があるが、その後の公共バス運行は効率性、サービスとい

った全ての面でその質が低下しつつある。サービスの低下が市民の足としてのモーターバ

イクの増加につながり、交通混雑、事故の増加等、都市交通上の悪循環を招いている。ヴ

ィエンチャン首都圏には公共バスのほか民間バスが郊外の中・長距離路線において運行し

ており、市内においてはツクツク等の交通機関が運行しているが、パラトランジットとし

て利便性は高いものの高い運賃ゆえに市民の重要な交通手段とはなっていない。低サービ

スの公共バス、高運賃のツクツクといった背景が比較的安価で購入できるモーターバイク

の増加につながっており、この傾向は今後も続くと予想される。こうした状況の改善のた

めにはより利便性の高い公共交通システムの導入により個人利用のバイクの公共交通モー

ドへの転換を図り、競合するパラトランジットのツクツク等との棲み分けによる輸送分担

を図る方向で検討することが必要と思われる。サービス水準の高い公共交通機関の導入に

は民間参入が不可欠であり、これらを含めた公共交通強化の交通政策とプログラムが必要

である。カンボジアやベトナムにおけるモーターバイク事情に比してヴィエンチャンの状

況は量的にも質的にも対応可能な状況であり、適切な政策提言とそれらの実施に向けた政

治的意思にかかっている。 
 

 Steering Committee における合意形成 
 ヴィエンチャンにおいても都市開発や、都市交通整備に関わり、多くの官庁、民間機関・

組織がその任を担っている。MP 策定のカウンターパート機関となっている MCTPC やヴ

ィエンチャン管轄の DCTPC、ヴィエンチャン市当局や VUDAA、URI など多くの機関が

運輸・交通行政に関わっている。また、公共交通政策の策定のため、民間、公営の輸送関

連団体も議論への参画が望まれる。こうした多くのステークホルダーによる包括的な運輸

交通政策の策定にあたってその合意形成の場として「Steering Committee」が活用される。

より有効なヴィエンチャンの運輸交通政策が政府の政策として策定・実施されるためには

「Steering Committee」における審議の活性化と公明性および権威付けが重要である。党

支配による官僚制が色濃く残る当国においては「Steering Committee」の効用を十分に意

識した運営・活用が必要である。 

－7－
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２． ヴィエンチャン都市交通に係る状況変化及び計画と実際 

2004 年 11 月に実施した事前調査と今回の事前調査（追加調査）には約２年のタイムラグがある。

ここでは、ヴィエンチャン都市交通の係る状況変化及び計画と実際についてとりまとめる。 

 

２．１ 人口センサスの実施 

 

国家統計センター（NSC）において 2005 年 3 月人口センサスが実施され、2006 年 3 月その分

析結果が報告されている。関連データは当センターで管理されている。 

 

・ ヴィエンチャン特別市（Vientiane Capital）の人口は、2003 年で 650 千人、2005

年で 695 千人の２年間で 45 千人（約 7％）増加している。 

 

２．２ 自動車の増加と交通事故 

 

自動車登録台数と交通事故は増加している。 

 

  ・自動車登録台数（DCTPC 資料） 

年 バイク トゥク 

トゥク 

乗用車 ピック 

アップ 

ジープ ミニ 

バス 

トラック バス 計 

2000 7,163 186 886 2,170 368 95 350 74 11,292

2001 43,832 1,923 3,939 8,493 2,512 1,122 1,853 217 63,891

2002 73,362 3,103 5,947 13,098 3,642 1,521 2,979 391 103,043

2003 105,548 3,576 7,365 18,041 4,623 2,020 4,239 474 145,886

2004 127,577 3,842 8,987 22,923 5,459 2,633 5,222 555 177,198

2005 149,228 4,132 10,716 28,954 6,521 3,730 6,377 696 210,354

2006 161,436 4,273 11,547 32,264 7,076 43,49 7,161 741 228,847

   注）2006 年 6 月現在 

 

  ・交通事故（MPC・DPT） 

年 交通事故件数 負傷者数 死亡者数 

2003 5,001 4,546 407

2004 3,624 5,221 290

2005 4,619 7,312 414

2006 4,650 7,778 480

   注）2006 年は 11 月現在 
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２．３ 公共交通 

 

ヴィエンチャン特別市の公共交通の実態についてとりまとめる。 

（１） バス 
ヴィエンチャンにおけるバス会社は、国営１社、民営２社の３社で構成されており、

それぞれターミナル（Bus Station）を配置している。位置は本調査で作成した地図を参

照されたい。 

 
○State Bus Co.（国営） 

 路線数 便数 
Municipality Area １７ ３４８ 

Province ２０ ６９ 
Long Distance ９ １５ 

計 ４６ ４３２ 
＊乗客数（2003 年実績） 

Municipality Area：4,934,110 人 
 
○Northern Bus Station（民営） 

 路線数 便数 
Laos ８ ４２ 

Laos－VIP    １３    １３ 
中国バス会社 

(ヴィエンチャンー昆明) 
    １     １ 

計 ２２ ４２ 
 

○Southern and International Bus Station（民営） 
 路線数 便数 

Southern Region １２ ３１ 
Express ２ ８ 

International ５ ５ 
計    １９    ４４ 

 
（２） パラトランジット等 

パラトランジットは DCTPC が管轄している。DCTPC には以下の３協会があり、それぞ

れ入会条件、保証額が異なっている。ソンテオ（Songteo）は、市内中心部内では営業で

きず、中心部の外側に３箇所のステーションがある（位置は本調査で作成した地図を参
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照されたい）。トゥクトゥク（Tuktuk/Jumbo）は、協会に登録していれば、前述の３箇所

のバスステーションとソンテオステーションを利用して市内中心部内で営業することが

でき、登録していない車両は、各ステーションを利用できない。 

タクシー（Taxi）も登録していないと営業できないが、上記ステーションを利用して

営業しており、流しを原則とする日本の営業形式とは異なる。 

 

2006.6 現在 

Association 協会 登録台数 

登録台数 入会条件 保証額(対登録者) 

Tuktuk/Jumbo 
 

4,273 

 

2,000 税額： 77,000Kip/月・台

会費： 70,000Kip/年・台

 

177,000Kip/年・台

Songteo 32,264 260 税額：220,000Kip/月・台

会費：120,000Kip/年・台

 

388,000Kip/年・台

Taxi 132 132 税額： 83,000Kip/月・台

会費：180,000Kip/年・台

 

263,000Kip/年・台

注）１ドル＝9,500Kip（2006.12） 

 

 

ソンテオ（Songteo）：SIKHAY PICK UP Station 入口案内 
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ソンテオ（Songteo）：SIKHAY PICK UP Station 
 

２．４ 都市計画 

 

都市計画研究所（URI）において策定された 2000－2010 年のヴィエンチャン都市開発計画図

については、新国立競技場建設, ニュータウン開発などの構想により、2007 年より一部修正作業

に入る予定がある。 

 

２．５ ドナー支援 

 

（１） アジア開発銀行（ADB） 

アジア開発銀行（ADB）において「ROAD SAFTY STRATEGY AND ACTION PLAN」が提案さ

れていたが、2005 年 4 月より MTCPC の管轄の下、実施に移されている。MTCPC の道路局、

MPS の交通警察をはじめ一部関係部局で実施している。ADB ではその内容は把握してない。 

 

（２） フランス 

フランス政府の支援で 38 か所の交差点で信号機を設置している。 

2005 年、ヴィエンチャン都市開発行政庁(VUDAA)の建物にフランス政府の支援により

交通管理センター（Traffic Management Center）が設立され、26 か所の信号交差点に

ビデオカメラが設置され、交通状況の監視を行っている。だだし、現時点では交通警察

との連携はない。信号機位置は本調査で作成した地図を参照されたい。 
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交通管理センター内部 

 

また、 VUDAA においてフランス政府の支援で「VIENTIANE URBAN TRANSPORT MASTER 

PLAN 」(VUTMP)の報告書が 2005 年 6 月に提出されているが、“CORE INNER CITY”（市内

中心部）に限定した計画であり、交通規制計画がメインテーマになっている。 

 

（３） 日本 

わが国の無償資金協力「ビエンチャン 1号線整備計画（第 2期）」による道路整備工事

が実施中である。 

 

供与限度額 25.53 億円 

案件概要 

 ビエンチャン 1 号線は、ビエンチャン市における都市内道路網の骨格幹線であるばかりでなく、市中

心部とラオスの 2 大玄関口であるワッタイ国際空港およびタイ国境のメコン河に架かる橋を結ぶ道路

である（ラオス来訪者の 6 割は右のメコン架橋から、1 割強はワッタイ国際空港から入国する）。 

 しかし、ビエンチャン 1 号線の道路状況は主要道路としては非常に悪く、路面の劣化進行と各種車両

の混在とが相まって、安全かつ円滑な交通の確保、社会経済活動や日常生活行動等に支障を来して

いる。加えて道路排水施設が不十分であるため、雨期には道路上および沿線において頻繁に洪水被

害が発生し、舗装をさらに劣化させる原因となっており、道路整備が緊急課題となっている。このよう

な状況に対応すべく、ラオス政府は本件を最重要プロジェクトとして位置づけ、その早期実施のために

必要な資金につきわが国に無償資金協力を要請してきたものである。本計画では対象区間（シカイ交

差点～タナレン保税倉庫間（約 28.9Km）のうち、13.2km 分の道路改良及び道路排水施設整備を実施

する。 
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裨益効果 

 本件実施の結果、（1）歩道、バス停、駐車帯、横断歩道、信号機、街路灯、標識等の附帯設備が整

備されることによる、安全な交通の確保、生活道路としての機能向上、（2）走行性の改善、低速車線

又は混合車線の設置による交通整流による都心部（シカイ～チナイモ間 12.3km）の通過所要時間短

縮、幹線道路としての機能向上、（3）冠水日数・時間の減少による人および物の流通の改善、（4）幹

線道路としての機能向上による物的・人的交通の促進、社会・経済活動の活性化、（5）冠水減少によ

る沿道の保健・衛生環境の改善等が期待される。 

（ODA ホームページより抜粋） 

 

 

 

JICA（無償）道路整備プロジェクト：国道１号線 

 

（４） タイ 

Railway Authority によれば、タイ－ラオス友好橋を通過するラオス側の鉄道建設が

タイ政府の支援により 2006 年 10 月より 18 か月の工期で建設されている。建設区間はメ

コン川の国境地点から 3.5ｋｍ内陸のタナレン駅までの区間である。 

タイ側では、友好橋上の国境地点まで線路が敷設済みである。本プロジェクトはこれ

より先のラオス側接続部の建設を行うものである。軌道幅は 1m であり、橋梁幅員はそれ

ほど大きくないことから、鉄道通過時は橋上の車両通行は通行止めとしなければならな

い。 

また、タナレン駅からヴィエンチャン北部までの鉄道延伸の構想があるが、資金援助

を待っている状況であり、具体的な調査等は行われていない。 
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友好橋上の国境：タイ側（右側）の線路が敷設 

 

（５） その他 

ロシアによるトロリーバス計画、あるいは路面電車（LRT）計画が MCTPC 等にあるが、

現時点では構想段階に過ぎず、調査等は行われていない。 

 

２．６ その他 

 

（１） MCTPC の組織が一部変更している。 

  ・Department of Planning & Budget  →Department of Planning & Cooperation 

 

    ・Department of Construction & Urbanism 

  →Department of Housing & Urban Planning 

 

また、MCTPC 内において独立機関であった Committee for Water Supply は、上記の

Department of Housing & Urban Planning に編入している。 

 

（２） 首都ヴィエンチャン以外での最近の出来事として日本と関連する事項は、2006 年

12 月に第二メコン橋（ラオス側：サバナケット－タイ側：ムクダハン）が開通し

た。 
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３． 本格調査への提言 

３．１ 調査の基本方針 
 

ヴィエンチャン特別市は決して大都市ではなく、近隣諸国の主要都市に見られるような交通渋

滞、環境問題などはさほど大きな問題とはなっていない。この都市の交通を計画するとき、従来の

都市交通開発調査で実施されてきたような問題解決型の都市交通計画や大規模投資を伴う開

発計画は馴染まない。むしろ、車両数がさほどではない今の機会を捉えて、問題が深刻化する前

に考えられる予防型の都市交通施策を講じるべきである。本調査にあたっては、近隣諸国の経済

発展に伴って生じた交通環境の悪化について十分に把握し、同様な状況の発生を回避しながら

発展していく道筋を示すことが求められる。 

 

３．２ 調査対象地域・対象年次 

 

（１） 調査対象地域 

ヴィエンチャン特別市は幅 100km 縦 50km ほどの大きさを持つが、現在市街化されている地区

は半径 3km ほどの地区である。主要な調査対象地域として、ヴィエンチャン特別市の中心部４区

にタイ－ラオス友好橋の接続ルートを含む 1 区を加えた 5 区、すなわち Chanthabuly、Hadxayfong、

Sikhottabong、Sisattanak、Xaysetha とする。また、今後市街化の拡大に伴い、幹線国道沿いの帯

状の市街化、計画的な新市街地の提案などは、これら５区の範囲を超える可能性はある。したが

って、その外側を関連地域と位置づけ、調査対象地域に含めるものとする。 

 

（２） 対象年次 

マスタープランの目標年次は 2025 年とする。 

現行の都市計画（2000-2010）が更新される場合の目標年次は 2020 年となることから、都市計

画と都市交通計画の整合を考慮する場合は注意を要する。 

 

３．３ 調査項目・内容 

 

（１） ヴィエンチャン特別市における都市交通の現状分析・問題の特定 

a) 交通関連法令／政策、既往の計画やプロジェクトのレビュー 

調査に関連する交通関連法令や上位政策、ラオス国または他ドナーによる既存の

交通分野における計画、プロジェクトについてレビューを行う。 

b) 交通実態調査 

ヴィエンチャン特別市の交通状況の把握のために、交通実態調査を行う。既存の

データを最大限に利用し、調査規模は必要最小限とする。特に、2002 年 3 月に実

施された JICA 在外基礎調査「The Survey on Existing Road and Drainage Condition 

in Vientiane Municipality Project」の結果を十分に活用する。 
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c) 都市交通量に関するデータベースの整備 

交通調査結果について、今後の各種交通計画策定を容易にするべくデータベース

化を行う。データベースについては、カウンターパート自身によって維持管理、更

新、交通計画の策定に利用できるよう配慮する。 

d) 都市交通に関する問題分析 

ヴィエンチャン特別市の都市交通がもつ問題を分析する。問題分析には、交通事

故発生の原因など交通安全の視点を含めて検討する。 

e) 財務状況分析 

ヴィエンチャン特別市の都市交通分野における財務状況を調査・分析する。近隣

諸国の主要都市の予算規模や GDP と比較するなど多角的に分析する。 

 

（２） 将来交通量需要予測 

a) 社会経済フレームワークの設定 

都市交通計画に影響を与える外部要因としての、人口の増減、産業構造の変化、

土地利用、都市計画などの社会経済フレームについて分析を行う。検討に際しては、

ヴィエンチャン特別市の地勢的特徴、例えば近隣国とのアクセシビリティや他都市

の発展などを考慮に入れる。 

b) 交通モデル作成と将来交通量予測 

ヴィエンチャン特別市の交通モデルを作成する。既存のデータや本調査で得られ

た交通データ、社会経済フレームワーク等から現況交通を再現し、妥当性を確認し

た上で、将来の交通量を予測する。特にバイク交通の特性を適切に再現、予測した

ものとすること。 

 

（３） 都市開発シナリオの設定 

a) 都市開発についての問題分析 

ヴィエンチャン特別市の都市開発計画図1 が形成された背景について調査する。

また、この都市開発計画は 2010 年を目標年次として設定しており、更新期を迎え

ているが、これに基づく都市開発の進捗について調査する。 

以上の調査より、都市開発に関する問題点を明らかにする。 

b) 都市開発ビジョン及び開発方針の設定 

多様なステークホルダーからヒアリングを行い、今後の同市のあるべき姿と開発

ビジョンを検討する。これについて先方政府やステークホルダーと協議を行い合意

する。 

c) 都市開発シナリオ 

社会経済フレームワークを基に、今後の都市開発シナリオをラオス側に提示する。 

シナリオ設定にあたっては代替案との比較検討を行う。 

                                                  
1 「ラオス人民民主共和国大統領承認 ヴィエンチャン都市開発計画図 2000 年版 改訂」 を参照すること 
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（４） 都市交通マスタープランの策定 

a) 都市交通の整備戦略の設定 

都市開発構想を踏まえ、望ましい都市交通のあり方や都市交通の果たすべき役割

を検討・提案し、今後の開発戦略を提示する。これについて先方政府やステークホ

ルダーと協議を行い合意する。 

b) 都市交通マスタープランの策定 

これまでの調査・検討結果を踏まえて、2025 年を目標年次とする都市交通マス

タープランを策定する。 

マスタープランの構成要素は、交通に係るサブセクター（道路、公共交通、交通

施設、交通管理、交通需要マネジメントなど）をハード面ソフト面を含めて網羅的

に検討する。 

 

（５） 実施計画の策定及び短期アクションプランの策定 

a) 優先プログラム／プロジェクトの選定 

マスタープランの中で挙げられたプログラム／プロジェクトの中から優先度の

高いプログラム／プロジェクトを選定する。選定根拠も併せて示す。 

b) 事業実施計画の策定 

対象プログラム／プロジェクトの最適な事業工程を具体的かつ段階的に示した

実施計画を策定する。計画策定に際しては、ドナー援助など今後の財政確保の見通

しを予測し、各段階で必要となる投資費用及び維持管理費用を計画する。 

c) 事業実施計画の評価 

各事業について、その性質に応じて以下の点などの評価分析を行う。 

ア) 経済分析 

優先プロジェクトについて経済分析を行い、プロジェクト実施の妥当性を評価す

る。 

イ) 環境社会配慮 

JICA 環境社会配慮ガイドラインを遵守して、適切な環境社会配慮がなされるよう

努めることとする。コンサルタントは、ラオス国側のイニシャティブのもとに環

境社会配慮が実施されるよう働きかけるとともに、技術支援の一環として IEE を

実施する。実施に際しては、JICA 環境社会配慮ガイドライン、先方の環境関連法

規制、行政手続、過去の事例などを踏まえること。また環境保全対策について提

言し、必要な費用を事業費に計上することとする。社会影響評価については、住

民移転、地域共同体の維持、伝統的価値観への影響、貧困層等社会的弱者への配

慮などを考慮する。 

d) 短期アクションプラン 

マスタープランに示される各種アクションの中で、早急に改善することが必要と

される都市交通課題に対して短期アクションプランを策定する。 
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短期アクションプランは、現在の都市交通問題と課題に対する解決策を示し、長

期開発計画の足がかりとなるものでなければならない。また、ラオス側の十分でな

い予算等を考えると、大規模な投資を必要としないことが条件となる。 

e) 実施のための組織体制の提案 

マスタープランを実施するために必要になると考えられる組織のあり方（組織体

制の整備、行政機関間の連携等）について提案する。 

 

（６） プレ・フィージビリティスタディの実施 

優先プロジェクトの中から、緊急性の高い２つのプロジェクトを選定し、プレ・フィージビリティスタ

ディを実施する。 

 

（７） 結論と提言 

調査結果について結論をまとめるとともに、今後マスタープランに沿って都市交通環境を整備

していくための留意点を提言としてまとめる。 

 

（８） セミナーの開催 

調査結果を広く周知することを目的として、セミナーを開催する。出席者は、関係者やステーク

ホルダーをはじめ、マスコミなどを通して広く通知することとする。 

 

３．４ 要員計画と調査工程 

 

（１） 要員計画 

調査に必要な要員としては次のような専門分野が考えられる。 

a) 総括/交通制度計画 

リーダーとして調査団をまとめ、ラオス国側政府をはじめとする関係機関との協

議を行う。総合都市交通計画調査に関する豊富な経験を有し、対象となるプロジェ

クトに対する当該制度の改革及び実行に対して提言を行う。 

b) 都市開発/土地利用計画 

ヴィエンチャン特別市の開発計画を策定するにあたり、近隣主要都市との関連を

配慮し、今後の同市の将来像を見定め、必要な分析・計画を行う。 

c) 交通計画/交通施設 

道路や公共交通を含めた総合的な交通システムの提案を行う。併せて、交通施設

の計画を行う。 

d) 道路整備計画 

総合都市交通計画の骨格となる現況の道路ネットワークの特性を分析し、将来道

路ネットワークの提言を行い、その整備計画を策定する。 
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e) 公共交通計画 

非軌道系、軌道系を含め、公共交通に関する計画を策定する。併せて、「総括／

交通制度計画」団員と共にソフト面（組織・制度）の整備に関する提言を行う。 

f) 交通需要分析 

交通需要分析を行う。 

g) 交通調査/交通管理計画 

特にパーソントリップ調査の経験があり、交通調査に対する分析を行う。ADB の

アクションプランの内容と実施状況を把握して、交通管理計画を策定する。 

h) 経済財務分析 

総合都市交通計画の経済/財務分析を行う。併せて、対象プロジェクトの財源確

保について検討する。 

i) 環境社会配慮 

JICA 環境ガイドラインを熟知し、自然条件・社会条件・公害などについて IEE

調査を行う。IEE のみならず EIA を実施した経験を有することが求められる。 

 

（２） 調査工程 

調査工程は、交通実態調査の種類と規模によるが概ね 15 ヶ月程度と考えられる。 

 

３．５ 調査実施上の留意点 

 

（１） 公共交通の必要性 

近年のモーターバイクの増加が、交通安全を脅かしていることは間違いない。モーターバイク

利用者は、無理な右左折、道路の逆走など運転ルールの無視が日常の中で散見される。また、

モーターバイク利用者には子どもなど免許を持っていない者も多く見られ、運転ルールについて

無知であることも多い。 

このような状況がつくられた背景として、公共交通の供給不足が挙げられる。バスは安価である

が、満員であり、路線途中の停留所からは乗れないことが多い。トゥクトゥクは市内に約４千台ある

と言われ、市民の重要な足のひとつであるが、高い料金を請求されたり、女性にとっては夜間の

利用を敬遠する傾向にあるなど、必ずしも使い勝手が良いとはいえない。 

利便性の高い公共交通網を整備することで、モーターバイクから公共交通の利用へのシフトを

誘導するような施策が強く求められている。 

 

（２） バス交通を検討する場合 

公共交通を考える場合、バス交通の利便性向上が有力な案として挙げられる。バス交通の充

実を本調査で取り上げるならば、営業の持続性を念頭に、過去の事例を十分に検討し取り組まな

ければならない。ヴィエンチャン中心部では、国営バス会社のみが運行を許可されているが、財

務・経営面への配慮はもちろんのこと、PPPスキーム、民営化などの実現性を踏まえて検討する必
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要がある。また、現在市民の重要な足となっているパラトランジットの利用者が、マストランジットに

よって減じることも想定し、その対策も調査することが求められる。 

 

（３） 都市計画および都市交通計画における技術移転 

現行の都市開発計画は、明確な戦略が示されておらず現状の土地利用の追随型との印象を

拭えない。また、都市交通計画はこれまで策定されておらず、ラオス側には計画の策定・運用に

かかるノウハウが蓄積されていない。そのため、この分野の技術移転は、本調査終了後の持続的

な計画管理のために重要である。調査を通じてカウンターパート機関に対して、OJT として計画策

定にかかる技術移転を図る。 

 

３．６ ローカルコンサルタントの実施能力 

 

ヴィエンチャン付近におけるローカルコンサルタントは、以下の４社を紹介できる。交通調査と

環境調査（IEE 含む）の実施能力をみると、両方の調査が可能と思われるのは Lao Consulting 

Group、LTEC－CDRI、Faculty of Engineering Dept. of Communication & Transport (DCT)  

National Univ. of Laos(NUOL) の 3 社があり、ECOS は環境調査（IEE 含む）が可能と思われる。

詳細は、実績を含むパンフレットを参照されたい。 

 
（ローカルコンサルタント一覧） 

会社名 住所 面会者 ①電話 

②ＦＡＸ 

③Ｅ-mail 

Lao Consulting Group 159 Si Amphone Road 

Ban Vatnak, Muong Sisattanak 

P.O.Box 3097  

Vientiane, Lao PDR 

Mrs.Manilay 

BOUAVONG  

(Managing Director) 

 

①（856-21）313 259, 314 627 

②（856-21）313 258 

③ lcg@laoconsulting.com 

ECOS Sikhay Village, Sikhothabong 

District, Vientiane Municipality,  

Lao PDR 

 

Mr.Khamphanht 

THAMPHIHAK 

(Director) 

 

①（856-21）20 5629330 

②         － 

③ ecoslaos@gmail.com 

LTEC－CDRI Thadeua Road Km 5 

Vientiane, Lao PDR 

P.O.Box 7329  

Mr. Kanekeo 

NAOVALATH  

(Finance & Marketing 

Manager) 

 

①（856-21）313 510, 313 761 

②（856-21）314 811 

③ cdri@laotel.com 

－20－



21 

Faculty of Engineering 

Dept. of Communication 

& Transport (DCT)  

National Univ. of Laos 

(NUOL) 

Laos－Thai Friendship Rd 

Vientiane Capital City 

 

 

 

Mr. Sourykane 

SAMATSENGVONGX

AY 

(Director) 

①（856-21）312 424 

②（856-21）312 058 

③ bounta_v@yahoo.co,jp 
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付属１．協議議事録 

 

議事録１ 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 JICA ラオス事務所 日時 2006.12.11 AM10:30－ 

面会者 調査団 
森所長 
関根所員 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 

（JICA ラオス事務所からのコメント） 
1. フランスの交通安全分野での援助は、交通規制の整備、信号機の設置。 ラオス国民

はまだ慣れていない。 
2. 昨年の後半ごろからバイク以上に車が増加しており、交通事故も増加している。バイ

クを中心にした交通安全対策がクローズアップされている。MCTPC からまた交通安

全への支援要請があるかも知れない。 
3. 日本の援助（無償）が進行している。ヴィエンチャン１号線の 27ｋｍの道路整備。 
4. ADB の交通安全プロジェクトの進捗状況を確認したい。 
5. 都市計画分野の重要性を把握するためのラオス側の計画内容をレビューしたい。関連

機関として URI、VUDAA があり、その機関の Decision Making について確認した

い。 
6. バスについて 
・輸送量が不足しており、いつも満員である。 
・市内循環のバスがない（以前はあった）。放射状の路線のみになっている。 
・ロシアが最近バス援助（バッテリーバス／トロリーバス）の調査を予定したい意向を 
表明しているが、絵に描いたもちのようだ。 

・バス問題に対して、路面電車、鉄道の計画があるが、鉄道計画は友好橋からの延伸計

画は進行している。 
・市内の公共交通はないようなもの。ベトナムのハノイのようにならないようにしたい。 
・ソンテオ（中型のトラックを改造）は、中距離中心であり、市内で営業できない。 
 市内はツクツク。 
7. バイクタクシーは公的には認められていないが実際はあるようだ。 
8. 交通ピークは午前８時頃。凱旋門付近の渋滞がひどい。 
9. 市は北部に発展している。最近、浄水場が北部に完成した。 
10. 道路交通法などの法律は施行されるが取り締まりをしない。例えば、バイクに乗る場

合はヘルメットを使用するように規定されたが守られていないし取り締まりもない。 
11. 最近の新聞の論調は、ヴィエンチャンには公共交通がないと。 

－23－
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  イベントを開催しても、夜になるとバスで移動できない。すなわち、バス便がなく

なる。 
12. ヴィエンチャン 2 号線は夜間に暴走族が出現する。 
13. 駐車問題も検討する必要がある。 
 
                                   以上 
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議事録２ 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 ラオス日本大使館 日時 2006.12.11 PM2― 

面会者 調査団 
能見智人一等書記官 鈴木団長 

讃井団員 
柴田団員 
関根 JICA ラオス事務所員 

 
1. 団長より本調査団の目的、調査内容を説明。 
2. 讃井団員より「対処方針」についいて説明。 
3. 元シニアボランティア杉本氏が地図などのデータ整備で成果を残してくれている。

（大使館） 
4. 無免許で交通ルールの知らない人が街を走っている。（大使館） 
 ・バイクの交差点での右左折の仕方が無謀である。 
 ・逆走運転 
 ・飲酒運転 
5. ラオス政府には予算がなくても解決ができる内容を提案する必要がある。（大使館） 
6. 公務員の勤務時間は AM８－PM４であり、多くの人は収入確保のための副業や子供

の出迎えなどのため帰宅が早い。警察官も同様であり、夕方以降の取締り体制が弱い

とすれば、このような理由があるのではないか。（大使館） 
7. 最近、富裕層による土地転売で地価が高騰しているという話を耳にした。（大使館） 
8. ラオス政府幹部は 11 名。政治局員は１位から 55 位まで順位付けされる。上意下達

体制を念頭に調査にあたると理解が早い。MCTPC 大臣よりヴィエンチャン特別市長

の方が上のようだ。（大使館） 
 

以上 
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議事録３ 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 MPS（公共安全省） 日時 2006.12.11 PM3― 

面会者 調査団 
Mr.Sinthavong Xaiyakone  
(Cabinet Director) 
Mr.Keidmary Phammalay Thory 
(Foreign Cooperation) 
Mr.Ki Chanhthavongsa 
(Deputy Head of Intl.) 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 
関根 JICA ラオス事務所員 

 
1. 団長より本調査団の目的、調査内容を説明。 
2. 公共安全省 Cabinet Director のあいさつ及びコメント。 
 ・市内交通安全対策の必要性については、以下の状況から判断できる。 
  車両↑ 人口↑ 交通事故↑ 交通法令の遵守↓ 交通コントロール技術↓ 
・本調査で都市交通計画を取り上げることは、交通コントロールシステムの構築に貢

献できることから、省として積極的に支援したい。 
3. MPS は ADB の道路安全アクションプラン（2005―2010）に直接関与していない。

（公共安全省） 
4. MPS は、交通安全に関して MCTPC や VUDAA を支援する役割を担っている。（公

共安全省） 
5. ２年前より Traffic policeman は増えているが、将来、さらに関連の Traffic officer

の増員を図る予定である。また、警察官の教育にも力を入れたい。（公共安全省） 
6. 交通事故データは Police Traffic Department で収集できる。（公共安全省） 
7. 交通事故が増加している原因は、暗くなってからの事故や雨季における事故が多い

が、アルコール（酒酔い）によるものも多い。また、無免許運転者の事故率が高い。

（公共安全省） 
8. 交通信号機の配置図は、Police Traffic Department で収集できる。（公共安全省） 
 

以上 
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議事録４ 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 MCTPC（公共事業省） 日時 2006.12.11 PM4:30― 

面会者 調査団 
近藤 JICA 専門家 鈴木団長 

讃井団員 
柴田団員 
関根 JICA ラオス事務所員 

（近藤 JICA 専門家からのコメント） 
1. 都市計画分野ではフランスが支援しているようだ。 
2. 環状道路の整備は、実現可能性は不明だが韓国が支援すると聞いている。 
3. JICA 無償プロジェクトの国道１号線の整備においては、住民移転はなかったと聞い

ている。 
4. バスサービスが低下している。日本は十数年前にバスを無償供与した経緯があり、バ

ス交通支援を行うのが良いのではないか。 
5. 公共交通計画を実施に移すには、政府側の強力な実行力が必要。それを行えば、バス

を供与するなどの条件を付けるとインセンティブとなる。 
6. バスについては、ターミナル・メンテナンス工場・整備工の養成などを実施している

がバスサービスは年々低下している。バスが不足している。トゥクトゥクの存在が大

きいようだ。 
7. ソンテオがヴィエンチャン市内で運行できない仕組みになっている。トゥクトゥクを

排除する考えは国も市も認めている。 
8. バス会社への補助金は、昔は出たが現在は出ていない。これに伴ってバスサービスが

低下している。 
9. バス、トゥクトゥク、ソンテオなどの公共交通、つまり運輸行政の見直しが必要だ。 
10. 交通調査を実施できるコンサルタントはある。PT 調査はしっかりやる必要がある。

バス調査では、現状を利用者にインタビューしてはどうか。 
11. ロシアがトロリーバス計画を打ち出しているが、導入費用が高くて無理だろう。 
12. ヴィエンチャン１号線は中央分離帯付きで整備されており、道路幅の制限から路面電

車の導入は難しい。 
13. 市中心部と国立ラオス大学（Dongdak 地域）を結ぶ 10ｋｍ間は相当なバス需要があ

るが、営業していない。 
14. ヴィエンチャンには世銀の連絡事務所はあるが、運輸関連の人材はいない。 
15. MCTPC の予算の 70％は道路局である。 

以上 
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議事録５ 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 MCTPC 交通局 日時 2006.12.12 AM10:20― 

面会者 調査団 
Mr. Latthamany KHOUNNYVONG 
(Director General) 
：第一次事前調査 S/W・M/M 署名者 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 
近藤 JICA 専門家 
関根 JICA ラオス事務所員 

 
1. 将来土地利用構想の策定のための社会経済指標等データの必要性に対しては、URI

の協力を得ることで合意。 
2. MCTPC Director General のコメント。 
 ・市の交通状況は悪化している。 
 ・車種構成が Mix（Autocycle, Tuktuk, Bus, Car, Truck 等）状態で交通コントロール

が非常に困難な状況。 
 ・このような状況下において、今回の M/P の策定は将来に対応する期待は大。 
 ・M/P 策定においては、当局のカンターパート等、必要な人的支援をする用意がある。 
 ・公共輸送の重要性は認識しており、総合的な交通コントロールシステムの必要性は

大きく、その提案は政府に進言。 
 ・特に、バス輸送は第一に考えるべき問題であり、アクセシビリティの向上のために

は、公共輸送の確実なシステムの導入は必要。トゥクトゥクはアクセス道路へ。我々

は提案できるし、実行可能である。 
以上 
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議事録 6 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 MCTPC 住宅・都市計画局 日時 2006.12.12 AM10:50― 

面会者 調査団 
Mr. Khamthavy THAIPHACHANH 
(Deputy Director General) 
Mr. Aphisayadeth INSISIENGMAY 
 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 
近藤 JICA 専門家 
関根 JICA ラオス事務所員 

 
1. 住宅・都市計画局は、Urban Research Institute を所管している。 
2. JICA 調査にはカウンターパートとしてスタッフを送ることに合意。 
3. Mr. Aphisayadeth INSISIENGMAYからMCTPCで策定したヴィエンチャン都市計

画（2000 年版 改訂）の説明。第一次調査時から特に City Center Zone と Natural 
Zone の計画内容が若干修正されているとのことであった。 

4. 次期都市計画は、2010 年―2020 年を有効年次としており、現在 Prime Minister に
提出した。 

5. 社会経済フレームワークは 1998 年にフランスが実施した。 
以上 
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議事録 7 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 MCTPC 道路局 日時 2006.12.12 PM1:00― 

面会者 調査団 
Mr. Khamphet CHANVONGNARAZ 鈴木団長 

讃井団員 
柴田団員 
近藤 JICA 専門家 
関根 JICA ラオス事務所員 

 
1. 道路局は全国の道路ネットワーク計画を担当している。 
2. 計画は道路局が行い、施工は DCTPC が行う。 
3. ヴィエンチャンでは市内道路は道路局が所管するが、郊外アクセス道路は DCTPC が

所管する。 
4. Railway Department Committee は Department と同じ権限を持つ。 
5. Q/N に対する調査対象地域の確認。→本調査地域は調査団帰国までに提供することを

約束。 
6. 道路基準はあるが、橋梁基準はない。 
7. 道路局から、ラオス全国道路ネットワーク及びヴィエンチャン道路ネットワーク（共

に将来道路計画含む）が示された。 
8. 2006 年から５ヵ年の道路建設計画（予算書）資料における Bus サービス計画（F/S：

ドナー未定）の実施等の説明。英語版を調査団帰国までに提供することを約束。 
 

以上 

 

－30－



31 

議事録 8 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 VUDAA 日時 2006.12.12 PM2:10― 

面会者 調査団 
Mr. Ketkeo SIHALATH 
(Vice President) 
Mr. Khamhet PHONGATSASY 
(Project A.F.D of Director ) 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 
関根 JICA ラオス事務所員 

 
1. Vice President（昨年 10 月 JICA 訪問）のコメント等。 
 ・交通量は年間６－８％で増加。 
 ・交通管理の必要性大。 
 ・運転者のルール遵守の欠如と交通事故の増大。 
 ・公共交通輸送への不満（バスとその施設）。 
  ＊トゥクトゥクの存在により、バスサービスが低下している。 
  以上の理由により、バイクから公共輸送（バス）への転換の必要性がある。 
2. Project Location Vientiane Municipal についてパワーポイントで説明。（電子ファ

イル入手済み） 
  ＊CHANTRDOULY 地区（中心部から北部へ延びる地域）のバス輸送がなく、非常

に大きな問題意識を持っている。 
  ＊建設資材等を輸送する友好橋から重交通（トラック交通）がヴィエンチャン中心

部を通過する。このため、Outer Ring Road の必要性は高い。また、交差点構造

の見直しも必要だろう。 
   
 ・VUDAA と DCTPC の管理対象地区： 
  VUDAA → 中心部４地区 一部 DCTPC と重なる地区（地域）有。 
  DCTPC → 周辺５地区 
 ・PACSA：来年度から新システムによる行政体（首都ヴィエンチャンの新組織）の検

討が始まる。 
3. 数年後に、中心 4 区が 1 つの Municipality として格上げされ、残りの 5 区とともに

Vientiane Capital を構成する。VUDAA は前者を、DCTPC は後者を所管する。 
4. VUDAA 内にある交通管理センター（Traffic Management Center）を見学。 
  2006 年に設置。市内 26 ヶ所の信号交差点を管理。信号機の配置図を後日提示する。 

以上 
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議事録９ 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 ADB（アジア開発銀行） 日時 2006.12.13 AM8:50― 

面会者 調査団 
Mr. Edvard M. Baardsen 
（第一次調査団で対応した担当者： 
現在は水力関連部署に配属、ノルウェー人） 
 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 

ADB のコメント。 
・ ヴィエンチャンはここ数年で車の数が増えた。 
・ 大気汚染はひどい。 
・ 友好橋からの重交通に問題意識を持っている。 
・ ADB 道路安全プログラムのカウンターパートは MCTPC である。 
・ 近い将来、ヴィエンチャン市行政区の構造改革の可能性があることは認識してい

る。 
・ 道路交通を取り締まる交通警察官の配置に問題がある。例えば、交通渋滞時、雨季

等 
・ NGO “Handicap International”(フランス)が ADB 道路安全アクションプランの一

部を実施している 
・ アクションプランの進捗状況は、MCTPC が把握している。 

 
＊提示資料 
 ○「ROAD SAFETY STRATEGY AND ACTION PLAN」: April 2005 
 ○「LAO PDR(2007-2011) COUNTRY STRATEGY AND PROGRAM REPORT」 

以上 
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議事録 10 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 Railway Authority (MCTPC) 日時 2006.12.13 AM10:20― 

面会者 調査団 
PhD. Sompong PHOLSENA 
(Deputy Director General) 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 

 
Deputy Director General のコメント。 
・ タイから友好橋を通り、ラオス側約 3.5ｋｍ地点の Thanaleng までの鉄道建設がこ

の 10 月から開始された。工期は 18 ヶ月。 
・ 1ｍゲージ、単線。 
・ 1995 年に鉄道計画が策定されたが、タイの援助で実施できた。 
・ この路線はもともと貨物輸送のためのもの。Thanaleng 駅はコンテナ物流拠点駅。 
・ Thanaleng から先は、次のドナーを探している状況。 
・ この物流等の交通流動に対しては、外環状道路の機能が大きな役割を果たすだろ

う。 
 
＊提示資料 
 ○「DRAWING OF ROUTE PLAN FROM THANALENG－VIENTIANE KM21」 
 

以上 
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議事録 11 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 Traffic Police Dept. (MPS) 日時 2006.12.13 PM2:00－ 

面会者 調査団 
Dr. Thongsavanh VONGSAVATH 
Mr. Khamthavay PHETOUTHAI 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 
関根 JICA ラオス事務所員 

 
TPD のコメント 
・ 最近３ヶ月間で交通事故減少のための「Pilot Project」を実施。その結果、事故件

数は 557 件から 490 件に減少。 
・ 交通安全教育プロジェクトにおけるキャンペーンの実施を行っている。 
・ 以上の Project は ADB プロジェクトではなく、MPS 単独プロジェクトである。 
・ ADB が MCTPC へ支援した中で、TDP への支援は以下のとおり。 

   Motorbike 40 台 
   Speed Meter(Detector) 7 台 
   Video Camera 2 台 
   PC6 台 
   トータルで 544,000US＄を District に配分。 
・ 交通事故データはあるが、詳細は未分析。例えば、どの通りで事故が多いかについ

ては整理しているが、その通りのどの箇所かは不明である。 
・ 中心部から北部に向かう放射道路国道１３号線の交通事故は非常に多い。 
・ VUDAA に設置されている交通管理センターとの協力関係はない。ただし今後協力

していくことで合意済み。 
・ 交通事故対策の中で最も重要なことは、人々への教育だと思う。 

以上 
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議事録 12 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 State Bus Company 日時 2006.12.13 PM3:30－ 

面会者 調査団 
Mr. Khamphoune TEMERATH 
(General Manager) 
：JICA 研修経験者（日野バス） 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 
関根 JICA ラオス事務所員 

 
１．本調査の焦点のひとつとして公共（バス）輸送計画が想定されることを説明。 
２．General Manager のコメント。 
・ バスサービスの低下の原因は、中国製の安価で購入できるバイクの増加。 
・ 多くの人々がバスサービスの向上を望んでいる。十分満足できるバスサービスを提

供できるなら、バイクからバスに転換可能。 
・ バスの台数、コンディションともに不十分である。将来、バス需要が増加すること

が予想されることから、バスの増強が必要。 
・ 夜間の需要は市内中心部では非常に少ないこともあり営業していない。ただし、18

時から 20 時くらいまでは、大学からの下校のための需要がある。 
・ サービス面や他の交通への影響が配慮されたバスブースのあるバス停留所が必要。 
・ JICA 供与のバス台数は、1990 年に三菱製 18 台、日産製の中型バス 30 台。 
・ 日本資金による国際入札で HYUNDAI 製 26 台。 
・ バス整備工場は１ヶ所。 
・ バス運転手の訓練は、On-the-job-training。自前の研修プログラムは持っていない。 
・ バス運賃は、State Bus Company が MCTPC に変更要請する仕組みとなっている。 
・ 現在、燃料価格の高騰を理由にバス運賃の 15－17％の値上げを MCTPC に申請。 
・ 私営バスの料金は、国営バスと同路線の場合は、国営バス料金に合わせることとな

っている。したがって競合関係には無い。地方では、私営バス会社が料金を DCTPC
に申請することとなっている。 

・ 政府からの補助金はない。かつてはあった。 
・ トゥクトゥクは、バスの競合相手ではない。スピードが違いすぎる。 
・ 営業範囲は次の通り。 

国営バス：市内、地方 
私営バス：地方のみ 

 
以上 
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議事録 13 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 MCTPC, Department of Roads, 

Environmental & Social Division (ESD) 
日時 2006.12.14 AM9:00－ 

面会者 調査団 
Ms. Pho Ngeun SOUVANVAVONG 
(Director of Division) 
Mr. Phaknaknone RATTANA 
(Civil & Envir. Eng.) 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 
関根 JICA ラオス事務所員 

 
Environmental & Social Division (ESD)のコメント等。 
・ Q/N については、1 週間以内に JICA ラオス事務所に回答する。 
・ ラオスにおける「EA 規則:2003」、「道路プロジェクト EIA 規則:2004」の存在の説

明。（第一次調査団で収集したものと同じ資料）2005.July にレヴューされ修正す

ることなく Science Technology and Environment Agency (STEA)の総裁と合意。 
・ EIA 手順のマニュアル（英語版）は後日、JICA ラオス事務所に提示。 
・ 長い区間の道路建設では EIA を実施する。短い区間の道路で環境インパクトがな

さそうな場合は EIA ではなく IEE を実施する。 
・ JICA ガイドラインの内容についてはよく承知している。ADB や他ドナーのガイ

ドラインと類似している。私たちの EIA ガイドラインは、これら種々のガイドラ

インと調和するように作成されている。 
・ 他の部局も EIA ガイドラインを持っている。 
・ 環境課（ESD）は、MCTPC の Department of Roads だけにある。現在他部局に

おける配置は検討中。 
・ JICA 無償プロジェクト（国道１号線道路整備プロジェクト：現在整備中）の EIA

レポートは、後日 JICA ラオス事務所に提示。当プロジェクトにおける住民移転は

なく、それに関する問題は発生せず。 
・ 住民移転が生じたときの移転費用は、そのプロジェクト内の予算から手当てされ

る。 
 

以上 
＊提示資料 
 ○DECREE on the Compensation and Resettlement of the Development Project 
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議事録 14 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 Vientiane Prefecture 

Department of Communication Transport 
Post and Construction (DCTPC) 

日時 2006.12.14 PM2－ 

面会者 調査団 
Mr. Khampheng XAYSOULI 
(Deputy Director) 
Mr. Aounneuy (Director Division) 
Mr. Udone  
(Transport Administration Officer) 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 

 
DCTPC のコメント。 

・ DCTPC は MCTPC の下部組織であり、ヴィエンチャン特別市の組織でもある。 
・ 交通事故、特に対人間との事故が増大していることを懸念している。 
・ ヴィエンチャン市では、公共交通が効果的でない。 
・ 本プロジェクトの Main Counterpart が MCTPC であることは理解している。 
・ DCTPC と VUDAA の役割分担は複雑だ。両者とも似たことを行っている。簡単に

言うと、VUDAA が中心部 4 区、DCTPC は全区の建設工事を担当する。／例えば、

ヴィエンチャン中心部で交差点改良工事があるとすれば、どちらが実施するのか？

(調査団)／工事規模による。 
・ ヴィエンチャン特別市の組織変更（議事録8VUDAAを参照）が行われても、DCTPC

の役割に変更はない。 
・ DCTPC は、トゥクトゥク（ジャンボ）、ソンテオ、タクシー、私営バス会社など

の民間の交通機関を管轄している。 
・ ヴィエンチャンには、トゥクトゥクは 4,000 台、ソンテオは 200 台ある。両者と

も協会(association)を設立している。トゥクトゥクは 4,000 台のうち 2,000 台がト

ゥクトゥク協会に登録している。 
・ Q/N に対する必要な資料は提示可能。後日、Mr. Udone と資料に関する打ち合わ

せ実施を指示。 
 

以上 

 

－37－



38 

議事録 15 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 Urban Research Institute (URI) 日時 2006.12. 

面会者 調査団 
Mr. Keophilavanh APHAYLATH 
(Director General) 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 

 
URI のコメント。 

・ ヴィエンチャン市長は都市計画を修正するか否かを決定する権限を持っている。 
・ 交通調査は行っていない。 
・ 社会経済フレームワークは実施できない。 
・ URI は建築士や土木技術者で構成されており、エコノミストはいない。 
・ 第一次調査団が収集した「ラオス人民民主共和国大統領 承認 ヴィエンチャン都

市開発計画図」2000 年版 改訂：MCTPC（2001）は、2000－2010 の計画であり、

2007 年に改訂を予定。 
・ 改訂要請の流れ：市長 → Prime Minister → Minister of MCTPC → URI 
・ 計画の修正は、New National Stadium や New Town の建設計画の存在による。 
・ 鉄道計画において Thanaleng からの延伸は、ヴィエンチャン中心部ではなくベト

ナム国境への路線変更については認識。 
・ 2000 年版 改訂のフレームワークは、Main Report に記述されているはずであり、

後日のデータ収集を指示。 
・ 都市計画図は AutoCAD で作成している。 
・ URI スタッフは全部で 52 名。このうち海外に派遣されている者を除けば、現在 43

名で業務を行っている。 
・ 交通関連調査の実施可能会社：Lao Transport Engineering Company (LTEC) 

 
以上 
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議事録 16 
調査団名 ラオス国ヴィエンチャン特別市総合都市交通計画第二次事前調査 
訪問先 MCTPC 日時 2006.12.15 AM9:00－ 

面会者 調査団 
Mr.Latthamany KOUNIVONG 

Director General, DoT, MCTPC 
Mr. Bandith SULAIYAKHAM 

Technical staff, DOT, MCTPC 
Mr. Khamphet CHAN VONG NALAJ 

Technical Division, DoR, MCTPC 
Mr.Sisamouth PHANTHACHAK  

 Traffic Devision, DoT, MCTPC 
Mr. Khamphet, PHONGATSASY 

 Project Manger, VUDDA 
Mr. Phethashed 

 Technical staff, DoT,MCTPC 
Mr. Katsuro Kondo 

 JICA Policy advisor to MCTPC 
Mr. Aphisayadeth INSISIENGMAY  

DHUP, MCTPC 

鈴木団長 
讃井団員 
柴田団員 
Mr. Kayasith, JICA Laos Office 
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（MCTPC との最終協議） 
 
１．団長によるこれまでの関係機関との協議内容の説明。 
２．讃井団員による第一次調査の S/W、M/M の説明。 
３．讃井団員による今回第二次調査の M/M（案）の説明。 

この内容について、パワーポイントを用いて内容の確認、調整、合意を図り、最終

M/M（案）を作成。 
この中で、以下の項目について協議。 

・ マスタープランの目標年次は 2025 年とする。 
・ Formulation of implementation schedule の内容について協議。 
・ 環境社会配慮では IEE が実施される。MCTPC がその責を負う。 
・ 情報公開を行う。Public Consultation は重要である。 
・ 次の都市計画の期間は 2010－2020 とする。（調査団側は、交通 MP の目標年次と

合わせることを提案した。） 
・ Steering Committee のメンバーに Ministry of Housing ＆ Urban Planning 及び

Dept of Roads, MCTPC を含める。 
・ 今回 M/M 署名において Witness は必要ない。 

 
  これらの協議の結果、今回第二次調査の M/M（案）は両国関係機関で合意され、

M/M（案）は Mr.Latthamany KOUNIVONG （今回ラオス側署名者）より MCTPC
大臣に報告されることになった。 

 
以上 
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付属２．Scope of Work（2005 年２月署名） 
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付属３．Minutes of Meeting（2004 年 11 月署名） 
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付属４．Minutes of Meeting（2006 年 12 月署名） 
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 付属 5 収集資料リスト 

(1) 事前調査(2004 年 11 月実施)時の収集資料 

番号 対象地域 分類 資料名 発行元 年次

1 Laos Environment National Strategy on Environment Education and Awareness to
the years 2020 and Action Plan for the years 2006-2010

STEA and SIDA
2004

2 Laos Environment Final Report: Environmental Impact Assessment

Ministry of Communication
Transportation Post and
Construction(MCTPC),
Department of Roads, Social
and Environmental Division

2003

3 Laos Environment Environmental Guidelines
Ministry of Communication
Transportation Post and
Construction(MCTPC)

1999

4 Laos Environment Environmental Impact Assessment of Road Projects in Lao
P.D.R.

SIDA
2004

5 Laos Environment Regulation on Environment Assessment in the Lao P.D.R. STEA and SIDA 2003

6 Laos Urban
Development

Report and Recommendation of the President to the Board of
Directors on a proposed Loan to the Lao Peoples's Democratic
Republic for the Vientiane Urban Infrastructure and Services
Project

Asian Development Bank

2001

7 Laos Road
Report and Recommendation of the President to the Board of
Directors on a proposed Loan to the Lao Peoples's Democratic
Republic for theRoads for Rural Development Project

Asian Development Bank

2004

8
Southeast

Asian
Nations

Road Technical Assistance for Road Safety in the Assosiation of
Southeast Asian Nations

Asian Development Bank
2002

9 Laos Road Road Safety Action Plan (Draft Plan for Discussion)
MCTPC, MPS, MPH, ME and
MJ 2004

10 Laos All Sectors Foreign Aid Report 2002-2003 Ministry of Foreign Affiairs 2004

11 Laos Road Traffic Survey LOA P.D.R.

Ministry of Communication
Transportation Post and
Construction(MCTPC),
Department of Communication
Transportation Post and
Construction(DCTPC) Vientian
Municipality

2000

12 Laos All Sectors Foreign Aid Report 2002-2003 Ministry of Foreign Affiairs 2004

13 Laos All Sectors Poverty in Laos PDR during the 1990's
Committee for Planning and
Cooperation, National
Statistical Center

2002

14 Laos All Sectors The Hoysehold of Lao PDR
Committee for Planning and
Cooperation, National
Statistical Center

2004

15 Laos All Sectors Statistical Yearbook 2003
Committee for Planning and
Cooperation, National
Statistical Center

2003

16

Lao Road

Project Appraisal Document on a Proposed Credit in the
Amount of SDR 15.5Million to the Lao People7s Democratic
Republic for the Second Phase of the Road Maintenance
Program

World bank

2004

17 Vientiane Road The Vientiane Street Atlas Mike Callaghan 2003

18 Vientiane
Interim Payment Certificate No.18 Guandong Yuanda Lao

Engineering Co.,Ltd. 2003

19 Lao Road Road Safety Action Plan (Draft) MCTPC 2004

20 Vientiane Road The survey on Existing Road and Drainage Condition in
Vientiane Municipality Project Final Report Part-1 (Road)

Communication Design and
Research Institute (CDRI) 2002

21 Vientiane Road The survey on Existing Road and Drainage Condition in
Vientiane Municipality Project 　（道路）　和文要約

2002

22 Lao Road Road Design Manual MCTPC
23 Lao Transport Country Report Urban Transportation Planning in Lao PDR Chanthala Phimmachack 2003

24 Lao Tourism Draft National Tourism development Strategy for Lao PDR 2005
to 2015

Lao National tourism
Administration

25 Lao Socio-economy National Growth and Poverty Eradication Strategy 2004

26 Lao Socio-economy
Poverty in the Lao PDR Participatory Poverty Assessment(PPA)

State Planning Committee
2000

27 Lao Environment Environmental Guideline MCTPC 1999  
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付属５．収集資料リスト 
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